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県制度融資「賃金水準向上資金」の利用について

県では、生産性向上や規模拡大により、賃金水準向上に取り組む県内中小企業に対し

て、社債発行による長期安定的な資金調達を支援する「賃金水準向上資金」を創設しま

した。

社債発行は、自己資本比率などの一定の適債基準を満たした優良企業に限定されるた

め、企業の信用力や評価向上につながるものであり、今後ますますの事業発展が期待さ

れます。

このたび、本資金の利用（社債発行）がありましたので、当該企業を紹介します。

１ 企業の概要

企業①

発 行 企 業 アスカフーズ株式会社（代表取締役 遠藤 優子）

所 在 地 横手市平鹿町中吉田字上藤根１４３

業 種 精米業および冷凍食品製造業

発 行 額 ２億５，０００万円

発 行 期 間 ５年

企 業 紹 介 私たちは昭和48年に米穀収集業から始まりました。

｢次世代の食生活を切り開く」をスローガンにお客様第一主義に

立ったサービス活動を展開し、地域社会の発展と社員の幸福に貢献

を目指しています。これからも皆さまへ｢おいしさ」を届けるため

に日々事業を行ってまいります。

取扱金融機関 株式会社北都銀行



企業②

発 行 企 業 株式会社マウンツ（代表取締役 柴田 康久）

所 在 地 横手市八幡字八幡１３０

業 種 建築材料卸売業

発 行 額 ５，０００万円

発 行 期 間 ３年

企 業 紹 介 大正10年旧平鹿郡大森町に於いて創業以来、地元を始めとして多

くの皆さまにお引き立てをいただきながら、建築土木の総合資材商

社として今日まで歩んで参りました。

私共は常に地域の皆さまへの感謝の気持ちを忘れず、地域の発展

と皆様の豊かな人生の為に全力を尽くします。

又、企業活動を通して地域活動や環境問題などにも取組み、社会

の一員としての責任を果たしたいと考えております。

取扱金融機関 株式会社北都銀行

企業③

発 行 企 業 朝日綜合株式会社（代表取締役 熊谷 邦夫）

所 在 地 横手市赤坂字館ノ下８０－１ベッチモントyokote３階

業 種 不動産業

発 行 額 ７，０００万円

発 行 期 間 ５年

企 業 紹 介 ｢業を通じて地域への奉仕をはかる」「常に創造の精神を持ち何

事にも挑戦する」「会社の繁栄と社員の生活向上のため努力する」

を経営理念とし、秋田県内にて「アパマンショップ」6店舗の展開

をはじめ、グループシナジー効果を発揮した不動産トータルサービ

スを提供しております。

常にワンランク上の顧客サービス提供による規模拡大を目指す一

方、生産性改善に伴う賃金水準の向上に取り組んでいます。秋田県

のみならず北東北の不動産市場をリードする地場企業として、今後

も地域発展に対する取組みを行っていきます。

取扱金融機関 株式会社北都銀行

２ 令和６年度利用実績（令和７年３月３１日時点）

発行件数 ６１件 （前年度実績 計４７件）

発 行 額 ４３億円（前年度実績 計３０億９，０００万円）



（参考）

「賃金水準向上資金」の概要

・対 象 者 次の①～③のすべての要件を満たす中小企業者

①県内において１年以上事業を営んでいる

②給与支給総額及び初任給年率平均２．０％増を原則として３年以上実施

するための賃金水準向上計画を策定し、取扱金融機関の確認を受ける

③次のいずれかの適債基準を満たしている

(1) 純資産額が5,000万円以上３億円未満であり、自己資本比率が20%以上

または純資産倍率が2.0倍以上、かつ使用総資本事業利益率が10%以上

またはインタレスト・カバレッジ・レーシオが2.0倍以上であること

(2) 純資産額が３億円以上５億円未満であり、自己資本比率が20%以上ま

たは純資産倍率が1.5倍以上、かつ使用総資本事業利益率が10%以上ま

たはインタレスト・カバレッジ・レーシオが1.5倍以上であること

(3) 純資産額が５億円以上であり、自己資本比率が15%以上または純資産

倍率が1.5倍以上、かつ使用総資本事業利益率が5%％以上またはイン

タレスト・カバレッジ・レーシオが1.0倍以上であること

・融 資 枠 ６０億円

・限 度 額 ５億６，０００万円（最低融資可能額３，０００万円）

・融資期間 ２年以上７年以内（期日一括償還または定時償還）

・融資利率 金融機関所定利率

・保証料率 ０％（県全額補助）

・実施期間 令和４年４月１日～


